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1.　は　じ　め　に


























JICA（Japan International Cooperation Agency，日本国際協力機構）ルワンダ事務所の再開（2005年）
と在ルワンダ日本大使館の開設（2009年）は，筆者の志向をより強く後押しするものとなった。
これらの経緯を踏まえ，2013年 6月，ルワンダの首都キガリにおいて障害者を対象とした
































































近年は農業の国内総生産（Gross Domestic Product, GDP）寄与率は 4割を切って低下の一途を辿
り，サービス業が 4割を超え台頭してきている［3］。World Bankによれば，ルワンダの GDPの
年成長率は 2004-2013年の 10年平均でも 7.3%と好調を維持しており，「アフリカの奇跡」と称
されるように経済成長が著しい［4］。その成長を裏付けるように，国民一人あたりGDPは 633＄へ
と高まった［5］。しかし実際には，ルワンダは未だWorld Bank分類の低所得国（Low Income 
131ルワンダにおける草の根技術協力事業の嚆矢
Countries, LICs）あるいは国連分類の後発開発途上国（Least Developed Countries, LDCs）から
脱することができない状態のままとなっている。
ルワンダの近年の好調な経済成長は，現在のルワンダ政府による政策に負うところが大きい。
実際，政府が 2000年に発表した “Rwanda Vision 2020”では，2020年までに最貧国から中所得国
となることを目標と定め，農業中心の社会から知識集約型社会へと転換する必要性を説いた［6］。
これを実現するために，同文書において 6つの戦略的な柱が示されているが，とりわけ，教育や









して 2012年のものが国際生活機能分類（International Classification of Functioning, Disability and 
Health, ICF）［12］に基づいていること，② 2012年の障害者数が 5歳以上となっていること，
にある。ともあれこれらの数値に依拠するならば，2002年には障害者の人口比が 3.8%（うち
54.6%が肢体不自由）であったものが，2012年には（5歳以上の）障害者人口比が 5.0%（うち













































































































































































事 業 期 間 : 2014年 9月～2017年 3月



































































現 地 調 整 員 
統括 
派遣・駐在 

























































    送迎用ワゴン入手（約 350万円） 
    教室備品・パソコン等整備（約 87万円） 



















































































01月       教室 1室使用開始 
調整員と現地講師
の 2名体制」 
02月       
03月       
04月       
05月       
06月       
07月       
08月       
09月       教室 2室使用開始 
調整員，現地講師， 
助手 2名の 4名体制 
10月       
11月       
12月       
2016年 
01月       
02月       
03月       
04月       
05月       
06月       
07月       
08月       
09月       
10月       
11月       
12月       
2017年 
01月       
02月       
03月       





























































　・開講クラス数＝初級 17クラス，中級 7クラス，上級 7クラス
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